


株主のみなさまには、平素より温かいご支援、ご理解を賜り、心よりお礼申しあげます。

第97期第2四半期の事業の概況についてご報告申しあげます。

株主のみなさまへ

　売上高は、前年同期に比べ増収となりました。セグメント別で

は、化学品関連事業は国内およびベトナムにおける化成品販売の

伸長により増加、空調設備工事関連事業は首都圏における大型

新築工事およびリニューアル工事が順調に進捗したことに加え

て、ベトナムにおける設計・積算業務の受託も好調だったことによ

り増加、情報システム関連事業はオリジナルソリューションである

「POWER EGG®」の受注が堅調であった一方で、前期は文教関

連案件や基幹システム更新案件の大型受注があったことにより

減少、エネルギー関連事業は石油製品の販売価格が高水準で

推移したことに加えて、民生用LPガスの販売価格も堅調に推移し

たことにより増加、樹脂・エレクトロニクス関連事業は車載向け樹脂

成形品の需要が回復したことにより増加、住宅設備機器関連事業

は首都圏および北陸地区における複数の案件が順調に進捗した

ことに加えて、新収益認識基準の適用による売上計上の方法を

第２四半期の業績についてご説明します。

配当金については、安定配当を重視した
経営方針に則り、取り組んでまいります。

　継続的な安定配当を実施するとともに、企業体質の強化と将

来の事業拡大に備えるため、必要な内部留保を確保していくこと

を基本方針としております。内部留保資金については、将来の事

連結決算ハイライト

変更したことにより増加となりました。

　営業利益は、前年同期に比べ減少となりました。樹脂・エレクトロ

ニクス関連事業においてベトナムにおける本年７月からの新型

コロナウイルス感染症（ＣＯＶＩＤ－１９）（以下、新型コロナウイルスと

略します）対策としての移動制限やロックダウンなどの規制強化へ

の対応費用を大幅に計上したこと、エネルギー関連事業において人

員増強に伴う費用の増加があったことなどを主要因としております。

　経常利益および親会社株主に帰属する四半期純利益は、営業

利益の減少を主要因に減少しました。

※当期より企業会計基準第29号「収益認識に関する会計基準」（以下、新収益認識基準と略します）を適用しており、前年同期とは単純比較できないことにご留意ください。
　なお、前期までの会計基準と比較した場合の影響額は、売上高：13億69百万円の増加　営業利益：77百万円の増加 となります。
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（単位：百万円）

経常利益
前年同期比 15.4％減

売上高
前年同期比 16.7％増

営業利益
前年同期比 36.3％減

親会社株主に帰属する四半期純利益
前年同期比 29.4％減

39,753
34,054

2021上期2020上期

351

552

2021上期2020上期 2021上期2020上期

692

2021上期

423

2020上期

818

298



2021年12月

業拡大に伴う運転資金、事業の拡大および新規事業の開発に伴

う投資資金として有効活用していきたいと考えております。当期

においてはこの基本方針のもと、将来の事業拡大に向けたオリジ

ナル製品の開発、ベンチャー企業との連携や協業、その他新規

ビジネス創出などに取り組みました。

　中間配当金については、現状の利益水準、中期経営計画の進

捗状況等を踏まえ総合的に検討しました結果、1株当たり４円50

銭とさせていただきました。

　お客さまの要望に応えること、お客さまにとっての最適を追求

すること。これらは、当社が創業以来目指し続けてきたものであり、

実現するためには常に変化できる企業であることが必要だと考え

ています。極めて短期間でパラダイムシフトが繰り返されるこの時

代において、変化に迅速に対応し、その時々の状況下でお客さま

の期待に応えられる柔軟性と力強さを備えた企業を目指します。

み た に た だ て る

新型コロナウイルスに影響される経済状況や
需要の変化を見据えながら、通期公表計画の
達成に向け、当社グループ一丸となって
取り組んでまいります。

代表取締役社長  三 谷  忠 照

　新型コロナウイルスの感染拡大はパラダイムシフトをより加速

させていくきっかけになったと考えると同時に、いわゆる「ウィズ

コロナ」そして「アフターコロナ」における企業に求められる役割、

期待、責任はより大きくなっていくだろうと考えています。

　今後も社会構造の変容や経済状況、需要の変化を見据えて柔軟

に事業を展開するとともに、事業成長のための投資や協業の手は

緩めず、新たな製品やサービスの開発も継続してまいります。

　そのためにも複合企業であることを強みに、複数の事業セグメ

ントにわたって、それも単なる商社ではなく、時にはメーカーで

あったり、時にはコンサルタントであったりと、複数のレイヤーで、

ビジネスを展開してまいります。

　分野と分野、業界と業界をつなぐという、社会的に非常に重要

な役割を担う会社になるため、当社グループ一丸となって取り組

み、経営目標を達成すべく活動してまいります。

株主のみなさまにおかれましては、今後とも倍旧のご支援、

ご鞭撻を賜りますようお願い申し上げます。

※2022/3計画につきましては、以下の事項を前提としております。
　・新収益認識基準の適用により、売上高で約20億円の減少が見込まれること。
　・新型コロナウイルスの社会・経済的な影響が当社の想定以上に悪化することがないこと。
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通期業績予想
（単位：百万円）

経常利益

2,500

2022/3計画

前期比 25.4％減

親会社株主に帰属する当期純利益

2021/3 2022/3計画

前期比 29.3％減

売上高

2022/3計画

80,000

前期比 0.7%減

営業利益

1,900

2022/3計画

前期比 26.0％減

2021/3 2021/3 2021/3

80,541

2,567

3,349

1,600

2,261



487

2021上期

4,073

△163

2021上期

3,260

16,448

602

　国内における化成品販売については、顧客の稼働が全般的に増
加したことから、売上高は増加しました。医薬品原薬については、自
社製品が堅調であったものの、輸入品・商品の顧客需要が減少した
ことから、売上高は減少しました。機能性素材の受託製造について
は、顧客との取引は堅調であったものの、収益認識会計基準適用の
影響により、売上高は減少しました。環境ビジネスについては、触媒
ビジネスの取扱量が減少したことから、売上高は減少しました。
ベトナムにおける化成品販売については、ベトナム北部および南部
における既存顧客の稼働が増加したことから、売上高は増加しました。
　以上により、全体の売上高と営業利益はともに増加しました。

　受注高は、オリジナルソリューションである「POWER EGG®」の
受注が堅調であったものの、前年同期に文教関連案件や基幹システ
ム更新案件の大型受注があったことから、減少しました。
　売上高および営業利益は、受注高と同様の理由により、減少
しました。

　売上高は、車載向け樹脂成形品の需要が回復したことにより、増
加しました。
　営業利益は、ベトナムにおいて、本年７月から新型コロナウイルス
対策のための移動制限やロックダウンなどの規制が強化されてお
り、その対応費用を大幅に計上したことから、営業損失となりました。

化学品

化学品

樹脂
・

エレクトロニクス

樹脂・エレクトロニクス

情報システム
情報システム

三谷産業  が展開する

セグメント別の状況

６つの   事業領域

3

売上高 営業利益 （百万円）

40.4%売上高構成比

2020上期 2021上期

765

16,033 15,322

523

2019上期

売上高 営業利益 （百万円）

10.0%売上高構成比

31

4,032

184

2020上期2019上期

売上高 営業利益 （百万円）

9.4%売上高構成比

3,926

528
422

3,739

2020上期2019上期

3,807



2021上期

563

6,795

△226

5,940

2021上期

2021上期

2,707

1

　受注高は、首都圏においてホテル等の非住宅物件の受注が減少
したことに加えて、前年同期に北陸地区において大型の機器販売案
件の受注があったことから、減少しました。
　売上高は、収益認識会計基準の適用により、引き渡し完了時に
一括して売上を計上する方法から、進捗度に応じて売上を計上する
方法へ変更したことに加えて、首都圏・北陸地区において複数の案件
が順調に進捗したことから増加し、営業損失は、前年同期に比べ損
失額が減少しました。

　受注高は、北陸地区において複数の大型新築工事を受注できた
ものの、前年同期に首都圏において大型新築工事の受注があった
ことから、減少しました。
　売上高および営業利益は、首都圏において大型新築工事および
リニューアル工事が順調に進捗したことに加えて、ベトナムにおける
設計・積算業務の受託も好調であったことから、ともに増加しました。

　石油製品については、販売価格は、前年同期に比べ原油価格が大
幅に上昇したことから、高い水準で推移しました。また、販売数量に
ついては、前年同期並みに推移しました。
　民生用ＬＰガスについても、販売価格は、前年同期に比べ堅調に
推移しました。販売数量は、新規顧客の獲得が伸長したことに加え
て、業務用の需要が回復してきていることから、前年同期を上回り
ました。
　以上により、全体の売上高は増加しましたが、営業利益は原価
アップを販売価格に反映しきれなかったことに加えて、人員増強に
伴う費用等が増加したことから、減少しました。

エネルギー

エネルギー

住宅設備機器

住宅設備機器

空調設備工事
空調設備工事

三谷産業  が展開する
６つの   事業領域
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売上高 営業利益 （百万円）

16.7%売上高構成比

2019上期 2020上期

479

5,246

498

5,758

売上高 営業利益 （百万円）

6.6%売上高構成比

2020上期

58

2,681
2,272

76

2019上期

売上高 営業利益 （百万円）

14.6%売上高構成比

2019上期

△282

3,876

2020上期

5,861

△62

※当期より新収益認識基準を適用しており、前期以前とは単純比較できないことにご留意ください。



2021/9

79,247

39,627

49.9%

81,683
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■連結貸借対照表（要旨）

科　目

＜資産の部＞
流動資産
　現金及び預金
　受取手形及び売掛金　
　完成工事未収入金
　たな卸資産
　その他
　貸倒引当金
固定資産
　有形固定資産
　　建物及び構築物
　　土地
　　その他
　無形固定資産
　投資その他の資産
　　投資有価証券
　　その他
　　

増減金額前 期末
2021年3月31日

当四半期末
2021年9月30日

36,228
6,061

17,037

6,519

5,206

1,405

△ 1

43,019
16,359

9,331

3,880

3,146

877

25,783

23,428

2,355

39,837
6,679

21,177

4,588

5,957

1,435

△ 1

41,846
16,367

9,427

3,762

3,177

875

24,603

22,341

2,262

△ 3,609
△ 617

△ 4,140

1,930

△ 751

△ 30

0

1,173
△ 7

△ 95

118

△ 30

1

1,179

1,086

92

科　目

＜負債の部＞
流動負債
　支払手形及び買掛金
　工事未払金
　短期借入金
　その他
固定負債
　長期借入金
　その他
負債合計

＜純資産の部＞
株主資本
　資本金
　資本剰余金
　利益剰余金
　自己株式
その他の包括利益累計額
非支配株主持分
純資産合計

増減金額前 期末
2021年3月31日

当四半期末
2021年9月30日

27,791
10,256
2,159
10,910
4,464
11,828
6,155
5,672
39,620

31,627
4,808
3,357
23,505
△ 42
7,888
111

39,627

△ 2,984
△ 2,312
826

△ 450
△ 1,048
2,056
1,732
323

△ 927

△ 208
-

△ 411
202
△0
786

△ 2,085
△ 1,507

（単位：百万円未満切捨表示）（単位：百万円未満切捨表示）

資産合計 79,24781,683 △ 2,435

■連結キャッシュ・フロー計算書（要旨） ■総資産・純資産・自己資本比率の推移

区　分

営業活動によるキャッシュ・フロー
投資活動によるキャッシュ・フロー
財務活動によるキャッシュ・フロー
現金及び現金同等物に係る換算差額
現金及び現金同等物の増減額
現金及び現金同等物の期首残高
現金及び現金同等物の四半期末残高

増減金額
前年同期
自 2020年4月  1日
至 2020年9月30日

自 2021年4月  1日
至 2021年9月30日

当四半期

2,013

△ 1,001

△ 1,680

35

△ 632

5,640

5,008

2,161

△ 1,950

△ 480

△ 11

△ 280

5,311

5,031

△ 148

948

△1,200

47

△ 351

329

△ 22

（単位：百万円未満切捨表示）

負債純資産合計 79,247

30,776
12,568
1,332
11,361
5,513
9,771
4,422
5,348
40,547

31,836
4,808
3,768
23,302
△ 42
7,102
2,196
41,135

81,683 △ 2,435

自己資本比率総資産 純資産 （単位：百万円未満切捨表示）

連結財務諸表・株価関連指標

2019/3

72,356

2020/3 2021/3

47.2%

35,817

68,716

47.8%

34,740
41,135

47.7%



■連結損益計算書（要旨） ■株価／出来高の推移

■１株当たり当期純利益・１株当たり純資産・１株当たり配当金の推移 ■株価収益率（PER）・株価純資産倍率（PBR）・配当利回りの推移

１株当たり当期純利益

１株当たり純資産

１株当たり中間配当金

１株当たり期末配当金

１株当たり年間配当金

科　目

37.28

529.26

4

4

8

33.18

554.48

4

4.5

8.5

26.74

533.00

4.5

4.5

9

36.73

632.43

4.5

4.5

9

増減金額

39,753

32,495

7,258

6,906

351

475

135

692

6

4

694

391

302

4

298

34,054

27,055

6,999

6,446

552

388

122

818

3

2

819

326

493

70

423

5,698

5,439

259

459

△ 200

87

12

△ 126

3

2

△ 125

65

△ 190

△ 65

△ 124

（単位：百万円未満切捨表示）

（単位：円）

売上高

　売上原価

売上総利益

　販売費及び一般管理費

営業利益

　営業外収益

　営業外費用

経常利益

　特別利益

　特別損失

税金等調整前四半期純利益

　法人税等

四半期純利益

　非支配株主に帰属する四半期純利益

親会社株主に帰属する四半期純利益

2021/32018/3 2019/3 2020/3

25.99

649.42

4.5

4.5

9

2022/3予

（右軸）（左軸）株価 出来高

(注)１．株価収益率(PER)=「株価」÷「１株当たり当期純利益」
　  ２．株価純資産倍率(PBR)=「株価」÷「１株当たり純資産」
　  ３．2022/3期の予想値については、2021/9末日の東証株価終値381円を使用しています。

前年同期
自 2020年4月  1日
至 2020年9月30日

自 2021年4月  1日
至 2021年9月30日

当四半期

株価収益率（PER）

株価純資産倍率（PBR）

配当利回り

2018/3

11.86倍

0.84倍

1.8％

2019/3

8.53倍

0.51倍

3.0％

11.89倍

0.60倍

2.8％

2020/3

11.68倍

0.68倍

2.1%

2021/3

14.66倍

0.59倍

2.4%

2022/3予

6

（単位：円） （単位：千株）

2018/10 2019/4 2019/10 2020/4 2020/10 2021/4

8,000

10,000

12,000

6,000

4,000

2,000

600

500

400

300

200

100

(注)東証の株価終値および出来高を使用しています。

0
2021/9



非財務的経営指標「ＣＷＩ」を構成する３つの観点

会社説明会第２部は、社内外役員同士でパネルディスカッションを実施

トピックス

　２つ目は主に株主さまに向けた会社説明会の動画配信を行いました。
　説明会は２部構成とし、第１部は経営方針や上記の「ＣＷＩ」についてご説明
しました。第２部は社内外役員同士で「社外役員から見た三谷産業」「第９６期
のニュースを振り返る」という２つのテーマでパネルディスカッションを行い
ました。社外役員の当社に対する直の声をお届けしたことは、他社さまでも
前例の少ない取り組みとなりました。

当社をよりご理解いただくための広報活動を展開
～“良い会社”を目指した経営を推進するための指標策定および会社説明会の開催～

　１つ目は「Ｃｏｍｐａｎｙ Ｗｅｌｌ‐ｂｅｉｎｇ Ｉｎｄｅｘ（カンパニー・ウェルビーイング・
インデックス、以下 ＣＷＩ）」の策定です。
　近年、ＥＳＧ投資やＳＤＧｓが一般に普及しており、企業の社会的責任や社
会貢献への関心が高まっています。当社では従前より、お客さま、お取引先
さま、社員・役員、株主さま、地域社会、地球環境との調和や持続可能性を重
視し経営を続けてきたことから、当社はＳＤＧｓを標榜するよりも、自社の考
え方をまとめた「ＣＷＩ」を公開することが、当社をご理解いただくためにはよ
り適切であると考えました。
　「ＣＷＩ」は、長期的視野で持続的に事業を成長させながら価値創出・社会
貢献する“良い会社”であり続けることを目指した非財務的経営指標です。
事業基盤を固めること、短期的利益と中長期的利益のバランスを保った成
長を志向すること、および社益と公益を両立させることを善と考え、この考
えに基づくさまざまな企業活動を「事業基盤の部」「事業変革の部」「公益事
業の部」という３つの観点で捉え指標を定めました。各指標は当社Ｗｅｂサ
イトに掲載していますが、実績は毎事業年度終了後に次期目標とあわせて
公表する予定です。
　「ＣＷＩ」は大手全国紙やＷｅｂメディアで紹介されたほか、他社さまや投資
家さまからも好評をいただき、当社のプレゼンス向上につなげることができ
ました。

次のＵＲＬまたは二次元バーコードにＰＣ・スマートフォン等から
アクセスすることで、「ＣＷＩ」の紹介ページがご覧いただけます　
https://www.mitani.co.jp/company/cwi

次のＵＲＬまたは二次元バーコードにＰＣ・スマートフォン等から
アクセスすることで、「会社説明会」の動画がご覧いただけます
 https://www.mitani.co.jp/ir/stock_info/meeting

情報開示の充実に向け、新たに２つの広報活動を展開しました。
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本年６月にリニューアルした金沢本社１階のトイレ

空間価値向上や品質管理の取り組みを強化

　ディサークル（株）が提供する統合型コラボレーションツール
「ＰＯＷＥＲ ＥＧＧ®」は、「気づき」と「つながり」をコンセプトに、
グループウェア、汎用申請ワークフローやＷｅｂデータベースな
どの機能を備えたオリジナル製品です。
　近年では、多様な働き方を推進する企業や地域金融機関にお
ける導入実績を伸ばしており、本年７月には、北海道札幌市に本
店を置き第二地方銀行で最大規模の（株）北洋銀行の全店で導
入、稼働を開始しました。北海道内での「ＰＯＷＥＲ ＥＧＧ®」の
採用は今回が初めてとなります。

　当社空調部門は、かねてより施工品質の向上と付加価値の
高い空間の提供に取り組んでおります。

■ＩＳＯ９００１定期審査において優秀活動賞を受賞
　一般財団法人日本品質保証機構が行う品質マネジメントシス
テムの規格「ＩＳＯ９００１」の定期審査において、当社空調部
門は優秀活動賞を受賞しました。クレーム発生件数の削減や
クレーム対応に伴うコストの大幅低減など、品質マネジメント
システムを有効活用した施工品質の確保に取り組んだことが
評価されました。

■「人の体験」を中心に空間・システムをデザイン
　本年６月にリニューアルした金沢本社１階のトイレは、設備か
ら内装デザインに至るまでトータルに演出する当社の提案力を
集約しています。利用状況の可視化や異常を検知できるＩｏＴの
仕組みを導入し、オールジェンダーに配慮してシステムをデザ
インしました。グレーを基調とした内装材を使用し、また間接
照明や時間帯に応じて調光する照明を取り入れることで、心地
よく落ち着いて過ごせる空間を実現しました。

　空調部門は、建物のエネルギー消費量を大きく減らすこと
を支援する 「ＺＥＢプランナー」の取り組み、設備の更新計画
を見える化し設備投資を計画的に実施する「中長期保全計画
提案」、新型コロナウイルス感染拡大により需要が増した換気
状態の診断や空気環
境の見える化提案な
ど、さまざまな施策
を行っています。今
後もお客さまが安心
して快適に過ごせる
空間づくりに取り組
んでまいります。

　昨今、企業におけるクラウド利用が進んでいますが、サービス
の利便性や品質の向上が図られる一方で、安全性と信頼性が強
く求められています。
　当社グループではお客さまの情報を安全に取り扱う体制を構
築することは事業活動において必須のものと考えております。
ディサークル（株）においても情報資産の運用・管理体制を強化
しており、本年９月、情報セキュリティマネジメントシステム
（ＩＳＭＳ）認証を取得しました。また「ＰＯＷＥＲ ＥＧＧ®」クラウ
ドサービスにおいてはＩＳＭＳクラウド
セキュリティ認証を取得しました。
　今後も「ＰＯＷＥＲ ＥＧＧ®」の導入
企業さまに安心・安全かつ確かな導
入効果を実感いただけるような取り
組みを推進してまいります。

「ＰＯＷＥＲ ＥＧＧ®」が北海道内で初採用
情報セキュリティ管理体制も強化

ＰＯＷＥＲ ＥＧＧ®画面イメージ
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アクティブファーマ（株）の富山八尾工場

トピックス

（株）ログラスと営業・技術面において協力体制を構築
　予算策定や予実管理などの経営
管理業務を効率化するクラウドサー
ビス「Ｌｏｇｌａｓｓ」を開発・提供する、
（株）ログラスと業務提携を行いました。
　当社のお客さまへの「Ｌｏｇｌａｓｓ」のご紹介や、「Ｃｈａｌａｚａ®」との連携
によるお客さまの業務効率化の支援などに取り組んでまいります。

（株）Ａｃｏｍｐａｎｙと秘密計算技術の実証実験に成功 
　近年、多様な領域でデータ活用が
期待される一方、情報漏洩のリスク
の増加が懸念されています。
　当社が共同で実証実験を行った
（株）Ａｃｏｍｐａｎｙは、暗号化でデータを守りつつ、データの共有を容易
にする秘密計算技術を持ったベンチャー企業です。
　両社は、秘密計算技術の社会実装に向けた活動を進めることで、
安心・安全なデータ流通社会の実現に貢献してまいります。

ベンチャーキャピタルファンドに出資
　「Ｉｎｆｉｎｉｔｙ Ｖｅｎｔｕｒｅｓ ＩＶ，Ｌ．Ｐ．」は、
インターネット・モバイル業界のベン
チャー企業に投資を行う「Ｈｅａｄｌｉｎｅ
（旧インフィニティ・ベンチャーズＬＬＰ）」がとりまとめるベンチャー
キャピタルファンドです。
　出資を通じて得た情報や知見をオープンイノベーション、新規事業
の立ち上げなどに利活用することで、企業価値の向上を目指します。

ベンチャー企業との協業に向けた取り組み アクティブファーマ（株）を完全子会社化

　当社は本年４月、連結子会社であるアクティブ
ファーマ（株）の株式を追加取得し、完全子会社化し
ました。
　アクティブファーマ（株）は２００９年６月に設立し、
当社が５１％を出資する連結子会社でした。今回の
完全子会社化は、意思決定の迅速化や当社グループ
内における一層の連携強化を通じて企業価値の向
上を図ることを目的としています。
　同社は「医薬品原薬で健康のタネまき」をモットー
に医薬品原薬の開発・製造・販売を通じて人々の健康
維持に貢献することを目標としています。ジェネリック
医薬品原薬の製造に加え、新薬および長期収載品向
けの原薬製造への取り組みも推進しています。
　２０２０年５月には富山八尾工場の設備増強を進
め、開発センターおよび少量合成棟の新設ならびに
原料・製品倉庫の拡張を完了し、高品質な医薬品原
薬を安定的に供給できる体制を強化しました。今後
は、医薬品原薬市場におけるグローバル対応・薬事対
応にも強みを持つ原薬メーカーとなるべく、事業基
盤のさらなる強化を図っていく方針です。

　当社は、ベンチャー企業との連携を通して、オープンイノベーションの可能
性を追求しています。
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「日越大学・三谷産業・小金井精機製作所 企業連携講座 協定書 署名式」の様子 

音楽や映像制作、プログラミングを体験できる多彩な機材が揃う「ミミミラボ」

国内外で人材育成・教育分野における
社会貢献の取り組みを推進

　当社は（株）小金井精機製作所とともに、本年９月よりベトナ
ムの日越大学において、「日本型ものづくり」をテーマにした企
業連携講座を開講しています。日本を代表する複数の大手
メーカーや識者の方々にも講義を提供いただき、グローバ
ルな視野で日本のものづくりを捉えることができる人材の育
成を目指してまいります。また、当社およびベトナム子会社の
ＡＸＩＳ社は、本年７月より、ベトナム日本人材開発インスティ
チュートにおいて「日本型品質管理」をテーマに全９回の教育
プログラムを提供しています。
　国内においては、本年７月、特定非営利活動法人みんなの
コードとともに、子どもたちがテクノロジーに触れ、創造的な
活動に取り組むことができる「ミミミラボ（三谷産業みんなの
未来創造室）」を石川県金沢市にオープンしました。

取 締 役  内田 大剛
広報担当
経営企画本部長

　この度、取締役を拝命いたしました
内田でございます。
　私は２０１０年に当社に入社し、こ
れまでに内部監査、経営企画、広報お
よび事業開発関連の領域に携わって
きました。
　２０１９年には新規事業のグループ
会社を２社立ち上げ、両社の代表も
務めています。当社グループにおけ
る新たな事業の柱を作るべく、最先端のテクノロジーや有
望なベンチャー企業を発掘しビジネスにつなげる活動に
日々努めているところです。
　また、２０１７年以降においては、プレスリリース配信、記
者会見開催やWebサイトリニューアル、ソーシャルメディア
の活用などのコーポレートコミュニケーションに積極的に
取り組み、当社グループの認知度向上を図っています。今
後も当社グループの多岐にわたる事業や企業活動をより
多くの方々に深く知っていただき、一人でも多く “ＭＩＴＡＮＩ
ファン”を増やしていきたいと思っています。
　当社グループは、ここ数年間で数多くの新規事業のタネ
を蒔いてきており、株主のみなさまにはお伝えしきれてい
ないものも数多くあります。これまで培ってきた経験と知
識をフル活用して、できるだけ早く軌道に乗せ、良いご報告
ができるよう最善を尽くしていきたいと思います。どうぞよ
ろしくお願い申しあげます。

その他、以下のトピックスがありました。
・ 三谷産業データセンターが１０年連続で情報セキュリティ
  格付最高位「ＡＡＡｉｓ」を取得（４月）
・ 三谷産業イー・シー（株） 、石川県内にコインランドリー
  「ＴＥＣＨ ＬＡＵＮＤＲＹ」をオープン（６月） 
・ 「第５５回三谷情報フェア ２０２１ ＳＵＭＭＥＲ」をオンライン
で開催（７月）

新任取締役　就任あいさつ
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4月1日～翌年3月31日事業年度

100株1単元の株式数

東京証券取引所・名古屋証券取引所上場証券取引所

期末配当金 3月31日 
中間配当金 9月30日

配当金受領株主
確定日

6月中に開催します定時株主総会

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社株主名簿管理人
特別口座の口座管理機関

■株式のお手続きについて

単元未満株式 （1～99株） については市場で売買
することができませんが、口座管理機関を通じ、当社
に対して買取請求（売却）または買増請求（購入）を
することができます。お手続きの方法等については、
口座管理機関にお問い合わせください。 

■単元未満株式をご所有の株主さまへ

原則、口座を開設されている口座管理機関（証券
会社等）にお問い合わせください。
株主名簿管理人ではお取り扱いできませんの
でご注意ください。
特別口座に記録された当社の株式に関する各種
お手続きについては、三菱UFJ信託銀行が口座
管理機関となっておりますので、左記特別口座の
口座管理機関にお問い合わせください。
なお、三菱UFJ信託銀行本店・全国各支店に
おいてもお取り次ぎします。
未受領の配当金については、三菱UFJ信託銀行
本店・全国各支店でお支払いします。  

1.

2.

3.

当社の株式の各種お手続きについては、

3月31日株主優待の割当基準日

連絡先

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社
証券代行部

（受付時間 ： 土・日・祝日を除く平日9：00～17：00）

0120-232-711
（通話料無料）

〒183-0044
東京都府中市日鋼町1-1

株 主 メ モ

免責事項
本誌に掲載されている業績予想については、作成
時点において入手可能な情報に基づき当社が判断
した見通しであり、実際の業績は今後様々な要因
によって予想数値と異なる可能性があります。

Carbon第2号を発行

https://www.mitani.co.jp/carbon/

一般企業とベンチャー企業との架け橋
となることを目的とする、イノベーション
マガジン『Carbon』
の第2号を発行しま
した。Webサイトか
らデジタルブックが
ご覧いただけます。

公告掲載方法
ただし、事故その他やむを得ない事由によって
電子公告による公告をすることができない場合は、
日本経済新聞に公告いたします。

電子公告にて行います
https://www.mitani.co.jp

三谷産業株式会社  経営企画本部 PR企画室
https://www.mitani.co.jp
東京本社
〒101-8429 東京都千代田区神田神保町2-36-1 
ＴＥＬ 03（3514）6003（直通）
金沢本社
〒920-8685 石川県金沢市玉川町1-5　   　　　
ＴＥＬ 076（233）2151（代表）

お問い合わせ先


